
令和７年度〔第１四半期〕随意契約の結果（５００万円以上の工事、物品、委託）
警察本部

（注）※１、※２の説明

会計課 道路交通情報提供業
務委託

道路交通情報提供業
務委託一式

令 和 7 年 4 月 1 日 ～ 令 和 8 年 3 月 31 日 公益財団法人日本道
路交通情報センター

12,688,000 財務規則220条第１項第２号公安委員会は道路
交通法第109条の２第１項の規程により、車両の
運転者に対し、車両の通行に必要な情報を提供
するように努めなければならないと義務付けら
れ、同条第２項で情報提供に係る業務を委託す
ることが出来ると定められていることから道路交
通法施行規則第38条の７第２項による情報提供
組織をもつ情報機関に委託しようとするものであ
るため。

2 1

会計課 物品購入 車両用燃料（県内給油
４月分）（単価契約）

令 和 7 年 4 月 1 日 ～ 令 和 7 年 4 月 30 日 滋賀県石油協同組合 12,291,422 警察業務の特殊性から平日、休日の別なく県内
のあらゆる場所において給油する必要があり、こ
の条件を満たすのは県内大部分の給油所が加
入する当組合のみであるため。

2 3イ

会計課 高齢者講習等業務委
託

高齢者に対する免許
更新前の講習業務（単
価契約）

令 和 7 年 4 月 1 日 ～ 令 和 8 年 3 月 31 日 彦根自動車教習所株
式会社外11者

309,698,851 運転者教育施設を有し、専門的知識を有する講
習指導員を擁する者は公安委員会指定自動車
教習所に限られているため。

2 3イ

会計課 高齢者講習通知事務
委託

高齢者講習の管理事
務、通知事務業務（単
価契約）

令 和 7 年 4 月 1 日 ～ 令 和 8 年 3 月 31 日 一般社団法人滋賀県
指定自動車教習所協
会

27,654,330 高齢者講習通知事務に係る専用システムの保
有、高齢者講習受託機関を擁して管理監督して
いるものが他にいないため。

2 3イ

会計課 運転免許関係事務委
託

運転免許事務に関す
る業務

令 和 7 年 4 月 1 日 ～ 令 和 8 年 3 月 31 日 公益財団法人滋賀県
交通安全協会

154,000,000 再度の入札に付しても落札者がいなかったため。 8

会計課 指定自動車教習所仮
免許事務委託

指定自動車教習所に
おける仮免許事務（単
価契約）

令 和 7 年 4 月 1 日 ～ 令 和 8 年 3 月 31 日 彦根自動車教習所株
式会社外12者

19,040,000 道路交通法第108条及び同法施行規則第31条の
４の２の規定により、運転者教育施設を有し、専
門的知識を有する講習指導員を擁する公安委員
会指定自動車教習所に限られているため。

2 1

会計課 水上オートバイ安全講
習業務委託

水上オートバイ操船者
に対する講習業務

令 和 7 年 4 月 1 日 ～ 令 和 8 年 3 月 31 日 滋賀県水上安全協会 8,597,542 滋賀県琵琶湖等水上安全条例施行規則により当
該団体が指定されており、り、他に代替しうる者
はいないため。

2 1

根拠
法令
※１

適用
類型
※２

表頭欄の「根拠法令」（※１）は、随意契約ができる場合について規定している地方自治法施行令第１６７条の２第１項の１号から９号のうち該当する号を記入し、２号の場合（性
質又は目的が競争入札に適しないもの）については、「適用類型」（※２）に厳格な運用を図るために県が作成した７類型のうち該当するものを記入しています。

契約担当組織
の名称

事業名 契約内容
契約期間（履行期間）

（物品購入契約（単価契約を除く）は契約締結
日）

契約の相手方 契約金額 (円） 随意契約とした具体的理由等



根拠
法令
※１

適用
類型
※２

契約担当組織
の名称

事業名 契約内容
契約期間（履行期間）

（物品購入契約（単価契約を除く）は契約締結
日）

契約の相手方 契約金額 (円） 随意契約とした具体的理由等

会計課 風俗営業所管理者講
習及び調査業務委託

風俗営業管理者に対
する講習及び営業許
可申請に伴う調査等
の業務

令 和 7 年 4 月 1 日 ～ 令 和 8 年 3 月 31 日 公益社団法人滋賀県
防犯協会

6,861,019 当該団体は、風俗営業等の規制及び業務の適正
化等に関する法律第39条第１項により滋賀県公
安委員会から唯一、風俗環境浄化協会に指定さ
れており、同条第2項により風俗営業所の管理者
に対する講習並びに風俗営業の許可申請に伴う
調査等を行うものと規定されているため。

2 1

会計課 システム保守管理委
託

自動車保管場所証明
電子化システム保守
業務委託

令 和 7 年 4 月 1 日 ～ 令 和 8 年 3 月 31 日 西日本電信電話株式
会社滋賀支店

7,150,000 当該業者が独自で開発したシステムであり、他に
代替しうる者はいないため。

2 3イ

会計課 物品購入 ＩＣ運転免許証作成消
耗品の購入（単価契
約）

令 和 7 年 4 月 7 日 ～ 令 和 8 年 3 月 31 日 富士フイルムイメージン
グシステムズ株式会社

82,263,360 導入している運転免許証作成機器を開発した当
該業者しか取扱いができず、他に代替しうる者は
いないため。

2 3イ

会計課 システム構築委託 事案共有システム構
築業務委託

令 和 7 年 4 月 30 日 ～ 令 和 7 年 9 月 25 日 株式会社JECC 14,352,415 県警の既存の地図システムである「統合型GIS」
を活用した事案共有システムの構築は、統合型
GISを構築した業者以外では作業できないため。

2 3イ

会計課 物品購入 車両用燃料（県内給油
５月分）（単価契約）

令 和 7 年 5 月 1 日 ～ 令 和 7 年 5 月 31 日 滋賀県石油協同組合 12,419,294 警察業務の特殊性から平日、休日の別なく県内
のあらゆる場所において給油する必要があり、こ
の条件を満たすのは県内大部分の給油所が加
入する当組合のみであるため。

2 3イ

会計課 物品購入 車両用燃料（県内給油
６月分）（単価契約）

令 和 7 年 6 月 1 日 ～ 令 和 7 年 6 月 30 日 滋賀県石油協同組合 11,991,524 警察業務の特殊性から平日、休日の別なく県内
のあらゆる場所において給油する必要があり、こ
の条件を満たすのは県内大部分の給油所が加
入する当組合のみであるため。

2 3イ


